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指定都市市長会 誰もが活躍できる社会実現プロジェクト

本プロジェクトでは、国が取り組む「一億総活躍社会の実現」に呼応し、指定都市の現
状と課題、取組を踏まえ、誰もが活躍できる社会の具体像やその実現に必要となる政策に
ついて検討した。

「誰もが活躍できる社会」＝「ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂、国民一人
ひとりを社会の構成員として取り込むこと）という理念のもと、クオリティ・オブ・ライ
フ（生活の質）を向上させ、すべての人が自己実現を目指すことができる社会」

１ 国へ提言「ワーク・ライフ・バランスの推進」（参考資料）
▼第１回プロジェクト会議（平成２８年５月３１日）
第２回プロジェクト会議（平成２８年７月１９日）
→国への提言に向けた検討テーマを「ワーク・ライフ・バランスの推進」に決定
した。

▼プロジェクト連絡会（東京）（平成２８年９月３０日）
▼プロジェクト連絡会（静岡市）（平成２８年１０月２１日）
→プロジェクト参加市にて提言案に関する協議を行った。
→その後、プロジェクト参加市・指定都市２０市への文書照会により提言案を作成
した。

▼第３回プロジェクト会議（平成２８年１１月２４日）
第４２回指定都市市長会議
→ 市長会議にて提言案が採択された。
▼国への提言活動（平成２９年１月２５日）
→加藤働き方改革担当大臣へ提言書を手交（Ｐ２・３）

介護・就職・結婚・子育てなど、シニア世代・若者などが抱える課題や制約を取り除き、
誰もが活躍できる社会の実現に向けた政策を提言する。
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プロジェクトの検討テーマ

プロジェクトの取組

プロジェクトにおける「誰もが活躍できる社会」の定義付け

具体的な検討事項と検討の経緯
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【現 状】
▼長時間労働や非正規雇用労働者の増加等の問題を抱えている。
▼高齢者や障害者等の社会参加が十分ではない状況である。
▼企業が東京や大阪に集中しているため、周辺都市では長時間の通勤を強いられる場合
がある。

【ワーク・ライフ・バランスの推進の目的】
▼あらゆる人の仕事と生活の調和や多様で柔軟な働き方の実現することにより、高齢者
や障害者等の活躍にもつなげ、「誰もが活躍できる社会」を実現する。

【期待される効果】
▼働く人の家族と関わる時間が増加する。
▼消費性向の向上により経済活動が活性化する。
▼多様で柔軟な働き方を可能にすることで、あらゆる状況にある人々の生きがいづくり
ができる。

提言の概要

ワーク・ライフ・バランスの推進に向けた指定都市の提言
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２ 情報共有
（１）「子育て世代、高齢者、障がい者の就労・生きがい等、自己実現に
資する取組」

▼プロジェクト参加市の取組のとりまとめ（平成２８年７月）
▼第４１回指定都市市長会議（平成２８年７月１９日）
→市長会議にて報告し情報共有

（２）「ワーク・ライフ・バランスの推進に関する取組」
▼指定都市２０市の取組のとりまとめ（平成２８年９月から１０月）
▼指定都市２０市へ送付（平成２８年１０月）
→２０市へ送付し情報共有
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